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ごごごごごごごごああああああああいいいいいいいいささささささささつつつつつつつつ        

        

平素より、さくら少額短期保険株式会社をお引き立ていただき誠に有難うございます。 

 

このたび当社の経営方針、事業概況、財務状況などをご説明するため、平成 25 年度のディ

スクロージャー誌を作成いたしました。 

本誌が当社をご理解いただく一助になれば幸いに存じます。 

 

 長引く景気低迷の影響により、国民の消費に対する考え方が大きく変化してきました。保障

の選択にあたっても同様で、お客様の購買スタイルは“勧められるままに購入”から“よく吟

味・比較して購入”というかたちに変化しています。 

 

平成 20 年 4 月の創業以来、当社は“あったら便利な保障を低価格で提供する”という基本

スタンスのもと、社会の変化に対応しながら、少額短期保険の特性を活かした商品開発を追及

してまいりました。 

 

こうして誕生したのが、生損保一体型保障の「弔慰見舞金保険」と、スマートフォン・タブ

レット端末を保障する「約定履行費用保険（携帯端末補償）」です。 

 

 また、平成 25年 11 月には「弔慰見舞金保険」の個人版“エフォール”の発売を開始し、よ

り多くのお客様に保障を提供いたしております。 

 

皆様に愛用されていますスマートフォン、タブレット等高額な端末に対する補償を提供して

おります「約定履行費用保険」に関しましても、顧客の需要に比例し、発売当初より保有契約

件数は順調に進展し、事業を拡大しております。 

  

 これからも確実にお客様に保険金をお支払いすべく、安定的な収益の確保と財務基盤の健全

化を実現していく所存でございます。 

  

引き続きのご支援、ご愛顧を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 

さくら少額短期保険株式会社 

代表取締役 小松 義彦 
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Ⅰ．当社の概要および組織 

 １．経営方針 

     （１）保険事業を通じ、その領域内で新しい価値観の創造に挑戦してまいります。 

 

     （２）健全経営を実践し、お客様へ安心感を提供するとともに、お客様の信頼を獲得して

まいります。 

 

  （３）業種の枠を超えた新たなサービスの提供に挑戦してまいります。 

 

２．会社の特長 

   当社は、情報通信分野をはじめとした様々な市場にディストリビューター企業として 

様々な展開を図る株式会社光通信を株主としております。 

現在、皆様に提供している“弔慰見舞金保険”のみならず、光通信グループ各社の主

力商材である情報通信機器に対応した“約定履行費用保険（携帯端末見舞金補償）”を

販売しております。 

   

３．会社の沿革 

平成 18 年 6 月 9 日 福利厚生制度の外部受託業者であるリロ・グループが保有する

市場（主として中小法人）の弔慰金制度の充実を目的に少額短

期保険業の準備会社として、株式会社リロ共済設立 

平成 20 年 3 月 19 日 少額短期保険業者登録 

（関東財務局長（少額短期保険）第 17号） 

平成 20 年 3 月 21 日 リロ少額短期保険株式会社に商号変更 

平成 20 年 4 月 21 日 「弔慰見舞金保険」（Solatia（ソラティア））販売開始 

平成 22 年 8 月 2 日  資本金を 150 百万円から 175 百万円に増資 

平成 23 年 1 月 19 日 株主が変わり、株式会社光通信の 100％出資会社となり、 

     さくら少額短期保険株式会社に商号変更 

平成 23 年 3 月 30 日 資本金を 175 百万円から 195 百万円に増資 

平成 23 年 8 月 26 日 資本金を 195 百万円から 215 百万円に増資 

平成 23 年 12 月 23 日 約定履行費用保険（携帯端末見舞金補償）販売開始 

平成 24 年 3 月 29 日 資本金を 215 百万円から 225 百万円に増資 

平成 25 年 11 月 「弔慰見舞金保険」の個人版“エフォール”を発売開始 
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４．経営の組織 

（１）当社の組織 

 

    （平成 26年 3月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    ※Uはユニット、Gはグループの略です。 

 

（２）店舗所在地 

  本社    ： 〒171-0014 東京都豊島区池袋 2－16－13 光 1号ビル４F 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

                    株主総会                

                                        

                          監査役          

                    取締役会             

                                        

            保険計理人                       

                 代表取締役               

                                        

                                        

                                        

     事務管理 U      営業企画 U        財務 U    業務監理 U  

                                        

                                        

  管理 G  事務 G  提携・営業 G  営業企画 G   財務・経理 G         
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５．株主・株式の状況 

（１）株式数 

     発行可能株式総数     12,000 株 

     発行済株式の総数      5,500 株 

 

（２）平成 25年度末株主数        １名 

 

（３）主要な株主の状況 

     

株主の氏名又は名称 
当社への出資状況 

持株数等（株） 持株比率（％） 

株式会社光通信 5,500 100 

 

６．役員の状況 

（平成 25年 3月 31 日現在） 

氏   名 地位及び担当 その他（兼任の状況等） 

小松 義彦 
代表取締役 

営業企画ユニット担当 
― 

清水 芳彦 

取締役 

財務ユニット担当 

事務管理ユニット担当 

業務監理ユニット担当 

― 

大和田 征矢 取締役（社外） 

株式会社光通信 

商品企画事業本部 

上席執行役員 

杉田 将夫 取締役（社外） 

株式会社光通信 

財務部財務企画課 

統轄 

高橋 正人 監査役（社外） 

株式会社光通信 

財務部 

執行役員 
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７．使用人の状況 

（平成 26年 3月 31 日現在） 

区  分 前 期 末 当 期 末 当 期 増 減 

内 務 職 員 4 名 6 名 4 名 

営 業 職 員 ― ― ― 

 

 

Ⅱ．当社の主要な業務の内容 

 

１．取扱商品 

当社では、５つの保障（死亡、入院、重度障害、災害、地震特約）からなる弔慰見舞金

保険”ソラティア“を販売しております。 

また、今事業年度から株式会社光通信の主力商材である情報通信機器にフィットする約

定履行費用保険 (携帯端末見舞金補償)の販売を開始いたしました。 

 

（１）弔慰見舞金保険 

この商品には次のような特長があります。 

 

① 死亡・入院・重度障害から家屋の風水災害、地震災害まで幅広く保障します。 

 

② それぞれの保障がお客様の現在保障状況に合わせて選択できます。 

 

③ 保険料（死亡、入院、重度障害）は、男女・職業に係わりなく同一で、加入者の

平均年齢を 3つの年齢群団に区分して算出します。 

同じ区分であれば毎年の保険料は変わりません。 

 

④ 保険期間は１年間で、契約更新時に契約内容の変更が可能で、被保険者の中途加

入も可能です。 

⑤ 簡単な告知のみで加入でき、医師の診断は不要です。 

 

⑥ 災害見舞金保障は、地震災害見舞金特約も付帯可能です。 

 

尚、契約者は事業者（法人、個人事業主、人格のない社団）で、被保険者は事業者、も

しくは事業者の構成員です。 

平成 25 年 11 月からは企業・団体に勤務する個人を契約者とする弔慰見舞金保険の個

人版”エフォール“の販売開始しました。 
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保障内容は次の通りです。 

 

保障の種類 保   障   内   容 

死亡弔慰金保障 

被保険者の１年以内の自殺、保険契約者・死亡保険金受取人の故意によ

る被保険者の死亡の場合を除き、被保険者が保険開始日以後に発病また

は受傷し、保険期間中（保険契約が更新される場合には、更新後の保険

期間を含む。）に死亡した場合に死亡保険金をお支払いします。 

入院見舞金保障 

被保険者が、2 日以上継続して入院した場合、契約締結時に設定した所

定の継続入院日数（2日、7日、14日、30日、60日、90日）に達した時

に契約締結時に設定した入院一時給付金をお支払いします。給付金受取

人が請求できない特別な事情がある場合は、給付金受取人の代理人（保

険契約締結時に保険契約者が指定し、被保険者が同意した方）が給付金

を請求することができます。 

重度障害見舞金

保障 

被保険者が、保険開始日以後に受傷した傷害、または発生した疾病を原

因として保険期間中（保険契約が更新される場合には、更新後の保険期

間を含みます。）に重度の障害の状態に該当した時に重度障害保険金をお

支払いします。保険金受取人が請求できない特別な事情がある場合は、

保険金受取人の代理人（保険契約締結時に保険契約者が指定し、被保険

者が同意した方）が保険金を請求することができます。 

災害見舞金保障 

被保険者が居住する建物、居室または被保険者が居住する建物、居室に

収容される家財（生活の用に供する動産）が、火災、風水災等の事故に

遭い、経済的損失があった場合、被保険者の生活再建費用の一部として

災害見舞保険金をお支払いします。 

地震災害見舞金

特約 

「災害見舞金保障」の特約です。この特約を付帯することによって、地

震または噴火もしくはこれらによる津波を直接または間接の原因とする

火災、損壊、埋没または流出によって、経済的損失があった場合も保険

金をお支払いします。 

 

（２）約定履行費用保険 (携帯端末見舞金補償) 

この商品は、被保険者が、携帯端末機器に関して、偶然な重由が生じた場合に一定の

金銭等の債務を履行または免除する旨の約定を第三者との間であらかじめ行っている場

合において、その約定を履行することによって被保険者が負担する費用に対して、保険

金が支払われます。ここで、携帯端末機器とは、移動体通信事業者の通信サービスの適 

用された第三者が保有する移動無線装置をいいます。また、偶然な事由とは、故障・盗
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難・紛失・外装破損・損壊・水濡れ全損及び盗難・紛失による不正利用をいいます。 

 

２．各種サービス 

お問合せ窓口 

 当社では、フリーダイヤルにてお客様からの保険内容のご相談をお受けしております。 

 

３．保険金・給付金のお支払 

 保険金・給付金のお支払に際しては、当社スタッフが迅速に対応できるよう体制を整え

ております。 

 

（１）お支払事由発生のご通知とご契約内容の確認 

保険金・給付金お支払事由発生のご通知をお受けした場合、当社はご契約内容の確認

をさせていただきます。 

 

（２）保険金・給付金請求書類の発送 

保険金・給付金のお支払事由に該当することを確認させていただき、お客様宛に保険

金・給付金請求書類をご案内いたします。 

 

（３）保険金・給付金未請求者の方への請求意思のご確認 

保険金・給付金お支払い事由発生のご通知をお受けしたにも関わらず、ご請求がなさ

れないお客様にはご連絡をとり、保険金・給付金の不払が発生しないよう留意しており

ます。 

 

４．再保険の状況 

当社では、再保険会社と再保険契約を締結しており、確実に保険金・給付金のお支払が

できる体制を整えております。 

再保険会社の選定につきましては、再保険会社の財務格付などをもとに当社取締役会で

決定されております。 

現状では、スタンダード＆プアーズ社による格付けで AAの格付けを有する再保険会社

により、当社の再保険契約は引き受けられております。 

 

５．保険募集体制 

弔慰見舞金保険の募集は、少額短期保険募集人資格を持つ代理店により行われています。

約定履行費用保険に関しては、当社が直接販売を行っております。 

 

（１）当社の募集人の位置付け 

当社の募集人は、お客様と当社の保険契約締結の媒介を行う者で保険契約締結代理権
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はありません。 

当社商品、契約概要や注意喚起情報のご説明、ご質問に対するご回答はいたしますが

告知の受領権はありません。 

 

（２）代理店、募集人への教育 

少額短期保険募集人の資格試験に対する研修のみならず、商品知識に関する研修を行

い、募集人として登録した後も、随時、販売研修・コンプライアンス研修を継続的に実

施しています。 

 

（３）当社の勧誘方針 

「金融商品の販売等に関する法律 (平成 12年法律第 101 号)」に基づき、弊社の勧

誘方針を以下の通り定めましたのでご案内いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・商品の販売に当たっては、保険業法、金融商品の販売等に関する法律、保険法、

消費者契約法その他の関係法令等を遵守してまいります。 

 

・商品の販売に当たっては、内容を十分理解いただけるよう、分かりやすい説明

を行います。 

 

・お客様のニーズに合った商品にご加入いただけるよう、努めてまいります。 

 

・商品の販売に当たっては、時間帯、場所、方法等について十分配慮するように

努めてまいります。 

 

・保険金のお支払事由が発生した場合には、迅速かつ的確なお支払いに努めてま

いります。 

 

・お客様に関する個人情報については、適正にお取扱いし、お客様のプライバシ

ーの保護に努めてまいります。 

 

・お客様から寄せられたご意見、ご要望等を今後の商品の販売に生かしてまいり

ます。 
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Ⅲ. 当社の主要な業務に関する事項 

 

 １．直近の事業年度（平成 25 年度）における事業の概況 

 

（１）経済環境 

平成 25年度の国内経済は、昨年末以降の円高是正や株価の回復により輸出が持ち直

すとともに、消費者マインドや雇用・所得環境の改善などから個人消費が堅調に推移し

ていきました。 

一方年後半は、本年 4 月に実施される消費税増税に伴う駆け込み需要により個人消

費や住宅投資が下支えとなり、景気は緩やかな回復を続けました。 

   

（２）事業の経過 

当社は上記のような経済環境の中で、第 8事業年度を迎えました。 

弔慰見舞金保険に関しては、当期計画の収入保険料 104,928 千円に対し、実績は

90,524 千円（計画比 86.3％）と未達であった一方で、約定履行費用保険に関しては計

画の収入保険料 38,379 千円に対し、実績は 61,540 千円（達成率 160.3.％）となり計

画を大幅に上回って達成しました。 

 経常収益は、185,408 千円となりました（収入保険料 152,065 千円、（弔慰見舞金保

険 90,524 千円、約定履行費用保険 61,540 千円）、再保険料収入 33,342 千円）。 

 一方、経常費用は、230,790 千円となりました（保険金等支払金 75,384 千円、責任

準備金繰入額 27,732 千円、事業費 82,437 千円、その他経常費用 45,236 千円（保険業

法第 113 条繰延資産償却費 45,197 千円含む））。 

 その結果、経常利益は△45,382 千円、当期純利益は△30,715 千円、1 株あたりの当

期純利益は△5,584 円 65 銭となりました。 

 

（３）対処すべき課題 

        第 8 事業年度の課題としては、弔慰見舞金保険においては個人版を主体とした光通信

グループ内外への拡販を行ってまいります。 

    また約定履行費用保険については、光通信グループとの連携を強化し、グループ内外

の販路に積極的にアプローチいたします。 

    管理面においては、ガバナンスの強化を一層図ってまいります。 
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＜財産及び損益の状況の推移＞ 

（単位：千円） 

区   分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

収入保険料 47,011 87,050 152,065 

 死亡保険 16,440 35,975 43,203 

 入院保険 16,950 17,335 16,985 

 重度障害保険 3,547 3,769 4,380 

 災害保険 4,869 12,948 12,146 

  地震特約 5,203 15,066 13,808 

 約定履行費用保険 0 1,955 61,540 

正味収入保険料 23,502 44,502 106,794 

 死亡保険 8,217 17,987 21,598 

 入院保険 8,474 8,667 8,489 

 重度障害保険 1,773 1,884 2,189 

 災害保険 2,434 6,473 6,072 

  地震特約 2,601 7,533 6,903 

 約定履行費用保険 0 1,955 61,540 

利息及び配当金収入 0 0 0 

経常利益 △40,588 △85,234 △45,382 

契約者配当準備金繰入額 ー   ー ー 

当期純利益 △29,193 △64,612 △30,715 

総資産 219,300 163,113 156,666 

１株当たり当期純利益(円) △5,307.78 △11,747.69 △5,584.65 
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２．直近の 3事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

（単位:千円） 

区   分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

経常収益 81,393 121,358 185,408 

経常利益 △40,588 △85,234 △45,382 

当期純利益 △29,193 △64,612 △30,715 

資本金の額 

（発行済株式の総数） 

225,000 

 (5,500 株) 

225,000 

 (5,500 株) 

225,000 

 (5,500 株) 

保険業法上の純資産額 197,966 136,192 106,993 

総資産額 219,300 163,113 156,666 

責任準備金残高 1,092 3,937 29,769 

有価証券残高 ― ― ― 

ソルベンシー・マージン比率 2,440.4 703.7 652.0 

配当性向 ― ― ― 

従業員数 8 6 6 

保有契約高 9,165,020 20,540,990 16,016,822 

 

※当社の営業開始日は平成 20年 4月 21 日です。 
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３．直近の２事業年度における業務の状況 

（１）主要な業務の状況を示す指標等 

①正味収入保険料（※1） 

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 17,987 千円 40.4％  21,598 千円 20.2％ 

医療保険 8,667 千円 19.5％ 8,489 千円 7.9％ 

重度障害保険 1,884 千円 4.2％ 2,189 千円 2.1％ 

災害保険 6,473 千円 14.5％ 6,072 千円 5.7％ 

地震災害特約 7,533 千円 16.9％ 6,903 千円 6.5％ 

約定履行費用保険 1,955 千円 4.4％   61,540 千円 57.6％ 

合 計  44,502 千円 100.0％  106,794 千円 100.0％ 

（※1）正味収入保険料とは、元受収入保険料から当社を契約者とする再保険契約に

より当社が支払った再保険料を控除したものをいいます。 

 

②元受正味保険料（※2） 

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 35,975 千円 41.3％ 43,203 千円 28.4％ 

医療保険 17,335 千円 20.0％ 16,985 千円 11.2％ 

重度障害保険 3,769 千円 4.3％ 4,380 千円 2.9％ 

災害保険 12,948 千円 14.9％ 12,146 千円 8.0％ 

地震災害特約 15,066 千円 17.3％ 138,080 千円 9.0％ 

約定履行費用保険 1,955 千円 2.2％ 61,540 千円 40.5％ 

合 計 87,050 千円 100.0％ 152,065 千円 100.0％ 

（※2）元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻 

金を控除したものをいいます。 

 

③支払再保険料（※3） 

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 17,987 千円 42.3％ 21,604 千円 47.7％ 

医療保険 8,667 千円 20.4％ 8,495 千円 18.8％ 

重度障害保険 1,884 千円 4.4％ 2,191 千円 4.8％ 

災害保険 6,474 千円 15.2％ 6,074 千円 13.4％ 

地震災害特約 7,533 千円 17.7％ 6,904 千円 15.3％ 

約定履行費用保険 - - - - 
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合 計 42,547 千円 100.0％ 45,270 千円 100.0％ 

（※3）支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金およびその他の再保険収入を 

控除したものをいいます。 

 

④保険引受利益（※4） 

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 △10,772 千円 32.9％ △27,743 千円 63.4％ 

医療保険 △15,489 千円 47.3％ △22,655 千円 51.8％ 

重度障害保険 △687 千円 2.1％ △2,771 千円 6.3％ 

災害保険 △2,845 千円 8.7％ △8,280 千円 18.9％ 

地震災害特約 △3,067 千円 9.4％ △9,011 千円 20.6％ 

約定履行費用保険 96 千円 △0.3％ 26,718 千円 △61.0％ 

合 計 △32,767 千円 100.0％ △43,743 千円 100.0％ 

（※4）保険引受利益とは、保険料等収入から、支払保険金等、責任準備金等繰入額、

保険引受に係る事業費を控除し、その他収支（保険引受に係るもの）を加味し

たものです。 

 

⑤正味支払保険金（※5） 

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 1,550 千円 11.2％ 850 千円 4.8％ 

医療保険 12,045 千円 86.7％ 11,770 千円 66.3％ 

重度障害保険 - - - - 

災害保険 250 千円 1.8％ 100 千円 0.6％ 

地震災害特約 -   - -   - 

約定履行費用保険 41 千円 0.3％ 5,023 千円 28.3％ 

合 計 13,886 千円 100.0％ 17,743 千円 100.0％ 

（※5）正味支払保険金とは、元受契約の支払保険金から、当社を契約者とする再保 

険契約により回収した再保険金を控除したものをいいます。 

 

    ⑥元受正味保険金 

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 3,100 千円 11.3％ 1,700 千円 5.6％ 

医療保険 23,910 千円 86.8％ 23,190 千円 77.0％ 

重度障害保険 - - -   - 
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災害保険 500 千円 1.8％ 200 千円 0.7％ 

地震災害特約 -   - -   - 

約定履行費用保険 41 千円 0.1％ 5,023 千円 16.7％ 

合 計 27,551 千円 100.0％ 30,113 千円 100.0％ 

 

⑦回収再保険金  

種  目 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

死亡保険 1,550 千円 11.3％ 850 千円 6.9％ 

医療保険 11,865 千円 86.9％ 11,420 千円 92.3％ 

重度障害保険 - - - - 

災害保険 250 千円 1.8％ 100 千円 0.8％ 

地震災害特約 - - - - 

約定履行費用保険 - - - - 

合 計 13,665 千円 100.0％ 12,370 千円 100.0％ 

 

（２）保険契約に関する指標等 

①契約者配当金の額 

該当事項はございません。 

 

②正味損害率（※1）、正味事業費率（※2）およびその合算率（※3） 

  

種  目 

平成 24 年度 平成 25 年度 

正味 
損害率 

正味 
事業費率 

合算率 
正味 

損害率 
正味 

事業費率 
合算率 

死亡保険 8.6％  260.7％ 269.3％ 3.9％ 195.6％ 199.5％ 

医療保険 139.0％ 262.0％ 401.0％ 138.6％ 196.3％ 334.9％ 

重度障害保険 - 258.6％ 258.6％ - 194.6％ 194.6％ 

災害保険 3.9％ 261.3％ 265.2％ 1.6％ 195.8％ 197.4％ 

地震災害特約 - 260.6％ 260.6％ - 195.7％ 195.7％ 

約定履行費用保険 2.1％ 150.2％ 152.3％ 8.2％ 29.4％ 37.6％ 

合  計 31.2％ 256.1％ 287.3％ 16.6％ 99.9％ 116.5％ 

（※1）正味損害率とは、「正味支払保険金 ÷ 正味収入保険料 × 100」のことをいいます。 

（※2）正味事業費率とは、「正味事業費（事業費から再保険手数料を差し引いた額）÷ 正

味収入保険料 × 100」のことをいいます。 

（※3）合算率とは、「正味損害率 + 正味事業費率 」のことをいいます。 
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  ③出再控除前の発生損害率（※1）、元受事業費率（※2）およびその合算率（※3） 

  

種  目 

平成 24 年度 平成 25 年度 

発生 
損害率 

元受 

事業費率 
合算率 

発生 
損害率 

元受 

事業費率 
合算率 

死亡保険 8.6％ 153.3％ 161.9％ 3.9％ 127.7％ 131.6％ 

医療保険 137.9％ 154.1％ 292.0％ 136.5％ 157.2％ 293.7％ 

重度障害保険 - 152.4％ 152.4％ - 131.1％ 131.1％ 

災害保険 3.9％ 153.7％ 157.6％ 1.6％ 163.8％ 165.4％ 

地震災害特約   - 153.3％ 153.3％ - 167.3％ 167.3％ 

約定履行費用保険 2.1％ 150.2％ 152.3％ 8.2％ 4.8％ 13.0％ 

合  計 31.6％ 153.4％ 185.0％ 19.8％ 87.8％ 107.6％ 

（※1）発生損害率とは、「元受正味保険金 ÷ 元受正味保険料 × 100 」のことをいいます。 

（※2）元受事業費率とは、「事業費 ÷ 元受正味保険料 × 100」のことをいいます。 

（※3）合算率とは、「発生損害率 + 元受事業費率」のことをいいます。 

 

④出再を行なった再保険会社の数と出再保険料の上位 5社の割合 

項 目 平成 24 年度 平成 25 年度 

出再先保険会社の数 1 社 1 社 

出再保険料のうち上位 5社の出再保険料の割合 100.0％ 100.0％ 

 

⑤支払再保険料の格付ごとの割合 

格付区分 
出再保険料における割合 

平成 24 年度 平成 25 年度 

Ａ－以上 100.0％ 100.0％ 

BBB 以上 - - 

その他 - - 

合計 100.0％ 100.0％ 

    ※1 格付区分は、スタンダード＆プアーズ社および AM Best社の格付を使用しており 

ます。 

 

⑥未収再保険金の額                                   

 平成 24 年度 平成 25 年度 

未収再保険金額 1,250 千円 2,121 千円 
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（３）経理に関する指標等 

①支払備金 

種  目 平成 24 年度 平成 25 年度 

死亡保険 - 4 千円 

医療保険 1,575 千円 1,815 千円 

重度障害保険 - - 

災害保険 - - 

地震災害特約 - - 

約定履行費用保険 21 千円 1,676 千円 

合  計 1,596 千円 3,496 千円 

 

②責任準備金 

種  目 平成 24 年度 平成 25 年度 

死亡保険 3,368 千円 9,605 千円 

医療保険 4 千円 2,715 千円 

重度障害保険 - 699 千円 

災害保険 207 千円 2,267 千円 

地震災害特約 297 千円 2,704 千円 

約定履行費用保険 58 千円 11,778 千円 

合  計 3,937 千円 29,769 千円 

 

③利益準備金および任意積立金の区分ごとの残高 

該当事項はございません。 

 

④損害率の上昇に対する経常損失の額の変動 

 平成 24 年度 平成 25 年度 

損害率上昇の 

シナリオ 
発生損害率が 1％上昇すると仮定いたします。 発生損害率が 1％上昇すると仮定いたします。 

計算方法 ・増加する発生損害額＝既経過保険料（※１） 

×１％ 

・増加する発生損害額を考慮しても保険金の 

総額が正味収入保険料に異常災害損失率を 

乗じた額を超えないので異常危険準備金の 

取り崩しは考慮いたしません。 

・経常利益の減少額＝増加する発生損害額 

・増加する発生損害額＝既経過保険料（※１） 

×１％ 

・増加する発生損害額を考慮しても保険金の 

総額が正味収入保険料に異常災害損失率を 

乗じた額を超えないので異常危険準備金の 

取り崩しは考慮いたしません。 

・経常利益の減少額＝増加する発生損害額 

経常損失の 

増加額 
445 千円 1,067 千円  

（※１）既経過保険料は出再分を控除します。 
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（４）資産運用に関する指標等 

①資産運用の概況 

区  分 
平成 24 年度 平成 25 年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

現預金 14,971 千円 9.2％ 58,131 千円 37.1％ 

金銭信託 - - - - 

有価証券 - - - - 

運用資産計 14,971 千円 9.2％ 58,131 千円 37.1％ 

総資産 163,113 千円 100.0％ 156,666 千円 100.0％ 

 

②利息配当収入の額および運用利回り 

区  分 
平成 24 年度 平成 25 年度 

収入金額 利回り 収入金額 利回り 

現預金 0 千円 0.03％ 0 千円 0.03％ 

金銭信託 - - - - 

有価証券 - - - - 

小計 - - - - 

合計 0 千円 0.03％ 0 千円 0.03％ 

 

③保有有価証券の種類別の残高および合計に対する構成比 

該当事項はございません。 

 

④保有有価証券利回り 

該当事項はございません。 

 

⑤有価証券の種類別の残存期間別残高 

該当事項はございません。 
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（５）責任準備金の残高の内訳 

当事業年度（平成 25年度末）における責任準備金残高の内訳は以下の通りです。 

種 目 
普通責任 
準備金 

異常危険 
準備金 

契約者配当 
準備金等 

合 計 

死亡保険   6,906 千円  2,698 千円 - 9.605 千円 

医療保険   2,715 千円 - - 2.715 千円 

重度障害保険 699 千円 - - 699 千円 

災害保険   1,940 千円 327 千円 - 2,267 千円 

地震災害特約 2,205 千円 498 千円 - 2,704 千円 

約定履行費用保険 9,873 千円 1,904 千円 - 11,778 千円 

合 計 24,338 千円 5,428 千円 - 29,769 千円 
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Ⅳ．当社の運営に関する事項 

 

 １．リスク管理の体制 

 当社は、リスクを適切に把握・管理し、業務を遂行することは、法令等を遵守した保険

募集体制を構築することに並ぶ、保険契約者等の保護の観点からの重要な課題であると認

識しております。 

そこで、不測の損失を回避し、以下のリスクと収益の適切な均衡を図りつつ、経営の健

全性を確保することを目指しております。 

（１）保険引受リスク 

（２）資産運用リスク 

（３）オペレーションリスク（事務リスク、システムリスク、流動性リスク） 

 

２．法令遵守の体制 

 コンプライアンスに関する統括部門として業務監理部を設置しており、コンプライアン 

スの徹底を図っております。 

今後も引き続き、法令等遵守を経営の最重要課題の一つとして認識し、コンプライアン

ス規程、コンプライアンスマニュアルに基づき、役職員、募集人に対し、教育を行い、徹

底してまいります。 

 

３．反社会勢力への対応 

 当社は、適切かつ健全な事業を行うにあたり、「反社会的勢力に対する基本方針」を定

めています。取引を含めた一切の関係遮断、裏取引や資金提供の禁止、外部専門機関との

連携、有事における民事および刑事の法的対応を徹底しています。 

「反社会勢力に対する基本方針」は、当社ホームページにも掲載しております。 

 

４．個人情報の取り扱いについて 

当社はお客様から取得した個人情報について、その取扱いには細心の注意を図っており

ます。 

 当社ホームページへの掲載等を行い、当社が取得した個人情報の利用目的を公表・明示

し、適切な管理を実践しております。 
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お客様の個人情報の取扱に関する宣言 

（プライバシー・ポリシー） 

 
さくら少額短期保険株式会社 

 

弊社は、お客様の信頼をもととする少額短期保険業務を遂行するにあたり、個人情報保護の

重要性を深く認識し、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）およびその関連法令を

遵守し、金融分野における個人情報保護に関するガイドライン等にも配慮しつつ、個人情報の

適正な取扱を実践いたします。 

    

1 個人情報の取得 

私どもは、業務上必要な範囲内で、適法かつ公正な手段で、個人情報を取得いたします。 

 

2 個人情報の利用目的    

私どもは、すべての個人情報について利用目的を以下のように特定し、利用目的の範囲内か 

つ業務に必要な範囲内で利用いたします。 

① 保険契約の引受・維持・管理、②保険金・給付金等の支払、③関連会社・提携会社を含 

めた各種商品・サービスの案内・提供・管理、④当社業務に関する情報提供・運営管理・商品・

サービスの充実、⑤再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求、⑥その

他保険事業に関連・付随する業務 

    

3 個人情報の安全管理 

私どもは、個人情報管理責任者を定め、関係法令等を遵守するとともに、個人データの漏え

い・滅失・毀損の防止および個人データへの不当なアクセス防止のために、次の安全管理措置

を講じ、これを遵守いたします。また、本措置の継続的改善に努めます。 

① 組織的安全管理措置、②人的安全管理措置、③物理的安全管理措置、④技術的安全管理 

措置 

本措置の内容を従業者に徹底し、その遵守状況を点検・監査するとともに、外部に個人デー

タの取扱を委託する場合には、委託先の選定基準を定め、委託先の情報管理体制をあらかじめ

確認したうえで委託し、委託後も委託先の業務遂行状況を監督いたします。 

    

4 個人データの第三者への提供 

私どもは、個人データを第三者に提供する場合には、原則として、ご本人の同意を取得いた

します。ただし、次の場合には、ご本人の同意を得ないで、第三者に個人データを提供する場

合があります。 
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①法令に基づく場合、②業務遂行上必要な範囲で、募集代理店を含む委託先に取扱を委託

する場合、③再保険契約に伴い当該保険契約の情報を提供する場合 

 

5 機微（センシティブ）情報のお取扱い 

お客様の保健医療情報などの機微（センシティブ）情報につきましては、保険業法施行規則

第 53条の 10および同法施行規則第 234条第 1項第 17号に基づき、業務上必要な範囲で利用

するなど業務の適切な運営の確保その他必要と認められる場合に利用目的が限定されていま

す。 

これらの情報に関しては、限定されている目的以外では利用いたしません。 

 

6 ご契約内容、事故に関するご照会 

お客様のご契約内容・事故に関するご照会につきましては、下記の窓口または代理店にお問

い合わせください。ご照会者がご本人であることを確認させていただいた上で、対応させてい

ただきます。 

    

7 個人情報保護法に基づく保有個人データに関する開示・訂正・利用停止等に関するご請求 

掲記のご請求につきましては、下記の窓口にお問い合わせください。ご請求がご本人である

ことを確認させていただいたうえで手続を行います。 

    

8 個人情報の安全管理措置に関するご質問および取扱に関する苦情・ご相談の窓口 

私どもの個人情報に関する取扱や保有個人データに関するご照会・ご意見は、下記の窓口に

お問い合わせ、ないしご連絡ください。 

    

9 個人情報保護に関する取扱方針、取組内容の継続的改善 

私どもは、個人情報保護強化のため、従業者の教育・指導を徹底し、個人情報の取扱内容の

見直しと改善を継続的に実施いたします。 

    

＜お問い合わせ先＞ 

さくら少額短期保険株式会社 

所在地：〒171-0014  

東京都豊島区池袋 2-16-13  

光 1 号ビル 4F 

電 話：03（5951）1090 
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５．金融 ADR 制度について 

金融 ADR 制度とは、お客様と金融機関との間で起こったトラブルを、裁判ではなく、中立・

公正な第三者（指定紛争解決機関、以下「ADR 機関」といいます）に関わってもらいながら、

柔軟な解決を図るものです。 

法律に基づき設置され、一般社団法人日本少額短期保険協会が運営する ADR 機関である「少

額短期ほけん相談室」と当社は契約を締結しています。 

 

尚、「少額短期ほけん相談室」の連絡先は以下の通りです。 

 

 一般社団法人日本少額短期保険協会「少額短期ほけん相談室」 

〒104-0032 

 東京都中央区八丁堀 3-12-8 八丁堀 SF ビル 2階 

  TEL：0120-82-1144  FAX：03-3297-0755 

    受付時間：9：00 ～ 12：00  13：00 ～ 17：00 

    受付日 ：月曜日から金曜日（祝日および年末年始休業期間を除く） 
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Ⅴ．当社の直近の 2 事業年度における財産の状況に関する事項 

 

１．計算書類 

  （１）貸借対照表                                                     （単位：千円） 

科     目 
平成 25 年 

3 月末現在 

平成 26 年 

3月末現在 
科     目 

平成 25 年 

3 月末現在 

平成 26 年 

3 月末現在 

（資産の部）   （負債の部）   

現金及び預貯金 14,971 58,131 保険契約準備金 5,533 33,265 

 現金 

 預貯金 

- 

14,971 

- 

58,131 

 支払備金 

責任準備金                  

1,596 

3,937 

3,496 

29,769 

有形固定資産 800 612 代理店借 3,253 1,910 

 その他の有形固定資産 800 612 再保険借 4,118 2,789 

無形固定資産 

 ソフトウェア 

735 

735 

25 

25 

その他負債 

 借入金 

15,996 

- 

15,228 

- 

再保険貸 3,124 2,121  未払法人税等 356 672 

その他資産 132,480 83,776  未払金 6,551 8,197 

 未収金 24,082 15,795  未払費用 284 288 

 未収保険料 - 4,655  預り金 603 508 

 前払費用 161 259  仮受金 8,200 5,560 

保険業法第 113条繰延資産 108,202 63,005 賞与引当金 1,930 1,907 

 その他の資産 33 60 負債の部 合計 30,832 55,101 

供託金 11,000 12,000 （純資産の部）   

   資本金 225,000 225,000 

 

 

  資本剰余金 

 資本準備金 

50,000 

50,000 

50,000 

50,000 

            利益剰余金 △142,719 △173,435 

             その他利益剰余金 △142,719 △173,435 

     繰越利益剰余金 △142,719 △173,435 

   株主資本合計 132,280 101,564 

   純資産の部 合計 132,280 101,564 

資産の部合計 163,113 156,666 負債及び純資産の部合計 163,113 156,666 

 

（注記）重要な会計方針に関する事項 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

主として、定率法によっております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
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る利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

 

２．賞与引当金の計上方法 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき、引当金を計上してお

ります。 

 

３．その他の計算書類作成のため基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

消費税等（消費税および地方消費税、以下同じ）の会計処理方法は税抜方式によっ

ております。なお、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用として

おります。 

（２）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。   

 

４．有形固定資産の減価償却累計額           1,358 千円 

    

５．関係会社の株式又は出資金の額 

      株式会社 光通信         出資金 275,000 千円 

 

６．以下に掲げる金額 

（１）保険業法施行規則第 211 条の 52において準用する同規則第 73条第 3項において準

用する同規則第71条第1項に規定する、再保険を付した部分に相当する支払備金（以

下「出再支払備金」という。）の金額 

  出再支払備金は、1,820 千円です。 

（２）保険業法施行規則第 211 条の 52において準用する同規則第 71条第 1項に規定する

再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金

額 

出再責任準備金は、3,541 千円です。 

 

７．保険業法第 113 条繰延資産の償却額の計算は、定款の規定に基づき行っております。 

なお、平成 25年度末における当該資産計上額は、63,005 千円です。 

 

８．1株あたりの純資産額は、18,466 円 35 銭です。 
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（２）損益計算書                         （単位：千円） 

科   目 
平成 24 年度 

平成 24年 4月 1日～ 

平成 25 年 3月 31 日 

平成 25 年度 

平成 25 年 4月 1 日～ 

平成 26 年 3月 31 日 

経常収益 121,358 185,408 

 保険料等収入 120,228 185,408 

  保険料 87,050 152,065 

  再保険収入 33,237 33,342 

   回収再保険金 13,665 12,370 

   再保険手数料 

 支払備金戻入額 

 責任準備金戻入額 

 資産運用収益 

   利息及び配当金等収入 

19,572 

1,070 

- 

0 

0 

20,972 

- 

- 

0 

0 

経常費用 206,593 230,790 

 保険金等支払金 70,098 75,384 

  保険金等 27,551 30,113 

  再保険料 42,547 45,270 

 責任準備金繰入額 

  支払備金繰入額 

2,844 

- 

27,732 

1,899 

  責任準備金繰入額 2,844 25,832 

 事業費 84,752 82,437 

  営業費及び一般管理費 80,003 78,732 

  税金 2,908 2,805 

  減価償却費 1,840 898 

 その他経常費用 48,897 45,236 

保険業法第 113 条繰延資産償却費 48,788 45,197 

  その他の経常費用 108 39 

経常利益 △85,234 △45,382 

特別利益 - - 

特別損失 ----    ----    

税引前当期純利益 △85,234 △45,382 

法人税及び住民税 △13,064 △22,224 

  法人税等調整額 △7,558 7,558 

法人税等合計 △20,622 △14,666 

当期純利益 △64,612 △30,715 
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（損益計算書注記） 

１. 以下の収益および費用に関する金額 

（１）正味収入保険料（保険料及び再保険返戻金の合計額から再保険料及び解約返戻 

金等の合計額を控除した金額） 

収入保険料       152,065 千円 

― ）支払再保険料          45,270 千円 

   正味収入保険料          106,794 千円 

 

（２）正味支払保険金（保険金等から回収再保険金を控除した金額） 

支払保険金     30,113 千円 

―）回収再保険金       12,370 千円 

  正味支払保険金            17,743 千円 

 

（３）支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額    △1,820 千円 

 

（４）責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額  △3,541 千円 

 

（５）利息収入の資産源泉別内訳                預貯金利息 0千円 

 

２．1株当たりの当期純利益の額                  △5,584 円 64 銭 

 

３．以上のほか、損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

   該当事項はありません。 
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（３）キャッシュ・フロー計算書                     . （単位：千円） 

科     目 

平成 24 年度 

平成24年 4月 1日～ 

平成 25 年 3月 31 日 

平成 25 年度 

平成25年4月 1日～ 

平成 26 年 3月 31 日 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

  保険料の収入     88,214 145,799 

  再保険収入 34,033 34,345 

  保険金等支払による支出 △27,678 △30,155 

  再保険料支払による支出 △42,694 △46,599 

  事業費の支出 △76,246 △93,497 

  その他 - 11,139 

      小       計 △24,371 21,031 

  利息及び配当金の受取額 0 1 

  利息の支払額 - - 

  その他 - 16 

  法人税等の支払額 9,415 23,110 

営業活動によるキャッシュ・フロー △14,956 44,159 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

    有形固定資産の取得による支出 

    保険業法第 113条繰延資産の取得による支出 

    その他 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

   投資活動によるキャッシュ・フロー - - 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

    株式の発行による収入 

    借入れによる収入 

- 

- 

- 

- 

    借入金の返済による支出 - - 

        その他 △1,000 △1,000 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,000 △1,000 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,956 43,159 

現金及び現金同等物期首残高 30,927 14,971 

現金及び現金同等物期末残高 14,971 58,131 

（注記）キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求 

払預金からなっています。 
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（４）株主資本等変動計算書 

   （平成 26年 3月 31 日現在）                     （単位：千円） 

科   目 
平成 24 年度 

平成 24 年 4月 1日～ 

平成 25 年 3月 31 日 

平成 25 年度 

平成 25 年 4月 1日～ 

平成 26 年 3月 31 日 

株主資本   

 資本金   

  前期末残高 225,000 225,000 

  当期変動額   

   新株の発行 - - 

   当期変動額合計 - - 

  当期末残高 225,000 225,000 

 資本剰余金   

  資本準備金   

   前期末残高 50,000 50,000 

   当期変動額 - - 

    新株の発行 - - 

    当期変動額合計 - - 

   当期末残高 50,000 50,000 

  資本剰余金合計   

   前期末残高 50,000 50,000 

   当期変動額   

    新株の発行 - - 

    当期変動額合計 - - 

   当期末残高 50,000 50,000 

 利益剰余金   

  その他利益剰余金   

   繰越利益剰余金   

    前期末残高 △78,108 △142,719 

    当期変動額   

     当期純利益 △64,612 △30,715 

     当期変動額合計 △64,612 △30,715 

    当期末残高 △142,719 △173,435 

  利益剰余金合計   

   前期末残高 △78,108 △142,719 

   当期変動額   
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    当期純利益 △64,612 △30,715 

    当期変動額合計 △64,612 △30,715 

   当期末残高 △142,719 △173,435 

 株主資本合計   

  前期末残高 196,892 132,280 

  当期変動額   

   新株の発行 - - 

   当期純利益 △64,612 △30,715 

   当期変動額合計 △64,612 △30,715 

  当期末残高 132,280 101,564 

純資産合計   

 前期末残高 196,892 132,280 

 当期変動額   

  新株の発行 - - 

  当期純利益 △64,612 △30,715 

  当期変動額合計 △64,612 △30,715 

 当期末残高 132,280 101,564 

 

 発行済株式の種類及び総数に関する事項  

      （単位：株） 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 5,500 － － 5,500 
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２．保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 

（単位：千円） 

項     目 平成 24年度 平成 25年度 

(1) ソルベンシー・マージン総額 27,989 43,988 

 ① 純資産の部合計（社外流出予定額、評価・
換算差額等及び繰延資産を除く。） 

24,078 38,559 

 ② 価格変動準備金 - - 

 ③ 異常危険準備金 3,911 5,428 

 ④ 一般貸倒引当金 - - 

 ⑤ その他有価証券の評価差額（税効果控除前）
(99%又は 100%) 

- - 

 ⑥ 土地含み損益（85%又は 100%） - - 

 ⑦ 契約者配当準備金 - - 

 ⑧ 将来利益 - - 

 ⑨ 税効果相当額 - - 

 ⑩ 負債性資本調達手段等 - - 

  告示（第 14号）第 2条第 3項第 5号イに掲
げるもの(⑩(a)) 

- - 

 告示（第 14号）第 2条第 3項第 5号ロに掲
げるもの(⑩(b) 

- - 

 ⑪ 控除項目（－） - - 

(2) リスクの合計額√[R1
2 +R2

2]+R3+R4 7,954 13,491 

 Ｒ１ 一般保険リスク相当額 4,307 12,102 

 Ｒ２ 資産運用リスク相当額 235 656 

 Ｒ３ 経営管理リスク相当額 238 411 

 Ｒ４ 巨大災害リスク相当額 3,401 959 

ソルベンシー・マージン比率 (1) / {(1/2)×(2)} 703.7% 652.0% 

※金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

３．取得価額または契約価額、時価及び評価損益 

（１）有価証券 

該当事項はございません。 

 

（２） 金銭の信託 

該当事項はございません。 

以上 
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